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軽米町商品開発等促進事業補助金（２次募集） 

軽米町では、町内の特産品、農林畜産物を活用し、事業者の利益のみならず地域産業への波及

効果が見込まれる新商品の開発、既存商品の改良または販路開拓等の取り組みを応援しています。 

※事業実施期間は、交付決定から令和 7 年 2 月 28 日までとなります。 

 

【対 象 者】 ・町内に主たる店舗、事務所又は工場等を有する法人 

         ・町内に居住する個人 

         ・その他町長が定める団体等 

【対象事業】 ・地域資源を活用した商品開発および販路開拓   （20 万円以内の補助） 

         ・既存商品のブラッシュアップおよび販路開拓    （20 万円以内の補助） 

         ・商談会参加や販促ツール作成等           （ 10 万円以内の補助） 

【募集期間】 ・令和６年９月２０日(金) 締め切り 

経営計画策定 個別相談会について 

安定した経営を継続的に行うには、事業所の「強み」をしっかりと把握し、最大限に活かしていくこと

が大切です。 

そして販路開拓や商品パッケージの考案、集客力を高める設備投資などに活用が可能な「小規模

事業者持続化補助金」や「ものづくり補助金」、「事業再構築補助金」への準備はいかがでしょうか？ 

また、補助金活用以外にも、企業があるべき姿を見い出すためにも事業計画書策定は非常に有効

的です。 

商工会では、以下のとおり経営計画策定個別指導会を開催いたしますので、ご参加をお待ちしてお

ります。ご希望の方は、お電話などでお気軽にご連絡願います。 

 

〇開催日時：【第 4 回目】  令和６年１０月２２日（火） 

       【第 5 回目】  令和６年１０月２９日（火） 

        午前 10 時～午後５時の中で、２時間程度 

 

〇開催場所：【第 4 回目】  かるまい文化交流センター 2 階 研修室 1 

【第 5 回目】  かるまい文化交流センター 2 階 研修室 1 

 

〇講師紹介： 中小企業診断士  伊藤 真一 氏（岩手県商工会連合会エキスパート登録専門家） 

 

〇開催内容： １企業あたり１２０分（質疑等も含みます） 

① 10：00～12：00、②13：00～15：00、③15：00～17：00  

  

※第１回～３回までは終了しております。前回、ご参加いただいた方も再申込は可能です。 



 

工業・商業・サービス業三部会合同研修会 

商工会の３部会（工業部会、商業部会、サービス業部会）の合同研修会を開催いたします。 

今年度は、日本政策金融公庫八戸支店（融資課長）を講師に招き、「事業承継への取組方法」や「事

業資金の活用方法」等をメインにした説明を、事例も含めた内容でお話いただきます。 

また、日本政策金融公庫八戸支店の担当者との交流の場、会員企業の皆様の交流の場として、懇

親会も開催いたします。 

皆様のご参加をお待ちしております。詳細は、別添のチラシをご確認ください。 

【日 時】 令和６年１０月２４日（木）    研修会  午後４時～ 

                          懇親会  午後５時～ 

【場 所】 旅館 瀧村屋 

パートナーシップ構築宣言を支援します 
 働き方改革への対応が求められる中、長時間労働の是正、同一労働同一賃金、テレワークの導入、

育児・介護との両立等の働き方改革を推進するため、事業者への啓発・支援を実施することが求めら

れています。 

また、少子高齢化・人口減少による労働力不足の深刻化も進んでおり、高齢者や外国人労働者等の

多様な人材の活用に係る啓発を図る必要があります。 

この状況の中、当会では、労務費上昇分の影響を受ける事業者の適正な価格転嫁の交渉や、取引

慣行の遵守を含む交渉が円滑に行われることを目的として「パートナーシップ構築宣言」の実施支援を

進めております。 

  「パートナーシップ構築宣言」とは、企業規模に関わらず、取引先との共存共栄の取り組みや、「取引

条件のしわ寄せ」防止を代表者が宣言する取組です。 

より多くの企業が参加することで、大企業も中小企業も適正な取引を尊重する機運が醸成されること

を目指すものであり、また、宣言企業には一部の補助金について加点措置も講じられるなどのメリットも

あります。 

（参考・申請）パートナーシップ構築宣言ポータルサイト 

   https://www.biz-partnership.jp/ 

事業継続力強化支援事業費補助金（２次募集） 
岩手県では、近年の自然災害の頻発化・激甚化や、新型コロナウイルス感染症など、小規模事業者

の事業環境が脅かされていることから、事業継続力強化計画を作成し、防災・減災のために行う設備の

整備等の取組に対し補助金を交付します。 

【補助対象事業】  

国から認定された事業継続力強化計画に盛り込まれた取り組みの事業 

【公募期間】  令和６年１０月１８日（金）17 時まで 

【補助率・補助上限・補助対象経費】 

◎補 助 率      ３分の２以内  

◎補助上限      単独で実施する事業 50 万円 

複数の事業者で実施する事業 

◎補助対象経費   機械及び装置等の購入・設置費用、クラウドサービス導入に係る利用料 


